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平成１７年度事業報告

独立行政法人 水産大学校

１ 業務の目的及び内容

水産に関する学理及び技術の教授及び研究を行うことにより、水産業を担う人材の育成を図ることを目的とする。

この目的を達成するため、本科（修業年限４年）に水産情報経営学科、海洋生産管理学科、海洋機械工学科、食品科学科及び生物

生産学科の５学科を、専攻科（修業年限１年）に船舶運航課程及び舶用機関課程の２課程並びに水産学研究科（修業年限２年）に水

産技術管理学専攻及び水産資源管理利用学専攻の２専攻を置き、教育研究を行った。

２ 事務所の所在地

〒759-6595 山口県下関市永田本町二丁目７番１号（ 0832-86-5111代表）5

３ 資本金の総額及び政府の出資額並びにこれらの増減

（１）資本金の総額 9,458,910,071円

（２）うち政府出資額 全額

（３）資本金の増減 なし

４ 役員の定数並びに各役員の氏名、役職、任期及び経歴

（１）役員の定数 理事長（常勤）１人、理事（常勤）１人、監事（非常勤）２人

（２）役職及び氏名 理事長 藤 英俊、理事 濱田 研一、監事 岡本 博之

監事 鬼頭 鈞

（３）任期 理事長 平成１７年４月１日～平成２１年３月３１日

理 事 平成１７年４月１日～平成１９年３月３１日

監 事 平成１７年４月１日～平成１９年３月３１日



５ 常勤職員数及びその増減

１７年度当初１９３人、同年度末１９３人

６ 法人の沿革

昭和１６年 朝鮮総督府釜山高等水産学校設立

昭和２１年 水産講習所（現国立大学法人東京海洋大学（前東京水産大学 ）下関分所開設）

昭和２２年 第二水産講習所開設

昭和２７年 水産講習所と改称

昭和３８年 水産大学校と改称

平成６年 水産学研究科（大学院修士課程相当）を開設

平成１３年 独立行政法人水産大学校となる

７ 根拠法

独立行政法人水産大学校法（平成１１年法律第１９１号）

８ 主務大臣

農林水産大臣

９ 組織図

１０ 年度計画に定めた項目ごとの実績

（別添）



独立行政法人水産大学校組織図

平成１７年４月１日

理事長 校 長 学 生 部 教務課 教務第１係
教務第２係

理 事 入 試 係

監 事 学生課 学生生活係
学生支援係
厚 生 係

水産情報経営学科 水 産 社 会 科 学 講 座
情報システム数理講座
共通教育・教養研究講座

海洋生産管理学科 生 産 シ ス テ ム 学 講 座
運 航 シ ス テ ム 学 講 座
資 源 環 境 計 画 学 講 座

海 洋 機 械 工 学 科 舶用機械システム講座
海洋環境保全システム講座
海洋機械システム講座

食 品 科 学 科 食 品 安 全 学 講 座
食 品 機 能 学 講 座
食 品 加 工 利 用 学 講 座

生 物 生 産 学 科 資 源 生 物 学 講 座
資 源 環 境 学 講 座
資 源 増 殖 学 講 座

専攻科 船舶運航課程
舶用機関課程

水 産 学 研 究 科 水 産 技 術 管 理 学 専 攻
水産資源管理利用学専攻

耕洋丸 甲板部
機関部
無線部
事務部
医務部

天鷹丸 甲板部
機関部
無線部
事務部
医務部

田名臨海実験実習場 事務室

小野臨湖実験実習場 事務室

企画情報部 企画調整官

管理官マルチメディアネットワークセンター

企画課 企 画 係
情 報 係

図書課 図 書 係

総 務 部 庶務課 庶 務 係
人 事 係
職 員 係
文 書 係

会計課 会 計 係
契 約 係
出 納 係

施設課 管財営繕係


